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開削トンネルの破壊箇所の違いが
全体系耐力へ及ぼす影響
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Influence of the Process of the Failure of 
Cut and Cover Tunnels on their Structural Strength
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　In the case of the collapse of Daikai Station of the Kobe Rapid Transit Railway when the 1995 Kobe Earth-
quake occurred, it was clear that a shear failure of the center pillars of a cut and cover tunnel was partly the cause 
of the collapse of the whole tunnel. However, it has not been clarified how severe damage to a side wall influences 
the degree of the collapse of the whole tunnel. In this research, we carried out static loading tests and analyses for 
cut and cover tunnels in order to clarify the influence of the process of failure on their structural strength. 
キーワード：開削トンネル，せん断破壊，破壊箇所，耐力，静的載荷実験

＊　　　鉄道地震工学研究センター　地震応答制御研究室

＊＊　　鉄道地震工学研究センター　地震動力学研究室

＊＊＊　鉄道地震工学研究センター

＃　　　京都大学大学院　工学研究科都市社会工学専攻

１．はじめに

　兵庫県南部地震において，神戸高速鉄道の大開駅では

中柱がせん断破壊を起こし，上床版やその上部の土から

の荷重が支えきれずに，トンネル全体系が崩落した１）。

この被害の要因分析より，開削トンネルにおいては中柱

のせん断耐力が不足するとトンネルの崩壊につながる危

険性があることが明らかになり２），中柱のせん断破壊防

止を目的として鋼板巻き等による耐震補強や，中柱の損

傷時に上部からの荷重を支える目的で添え柱を設置する

等の耐震対策が順次実施されてきた。また，開削トンネ

ルの中柱・中壁がせん断破壊した場合のトンネル全体系の

水平保有耐力を把握するための実験的研究もこれまでに

実施されており３）４），中柱・中壁がせん断破壊した場合に

は水平保有耐力が急激に低下することがわかっている。

　その一方，開削トンネルにおいて中柱以外の部材がせ

ん断破壊した事例がこれまでにないことから，その他の

部材がせん断破壊した場合にトンネル全体系がどのよう

な破壊となり，水平保有耐力がどの程度低下するのかは

明らかになっていない。実際にトンネルに大きな地震作

用が入力された場合には中柱・中壁以外の部材がせん断

破壊する可能性もある一方，開削トンネルが不静定構造

であることを考慮すると，どこか一部材がせん断破壊し

てもその他の部材が無損傷あるいは軽微な損傷に留まっ

ていれば，外部からの荷重を支えることができ，全体系

の崩壊を防止できる場合も十分考えられる。したがって，

開削トンネルの構成部材がせん断破壊した場合の全体系

の水平保有耐力への影響を把握しておく必要がある。

　そこで本研究では，開削トンネルの破壊箇所の違いが

全体系の水平保有耐力に及ぼす影響について検討するた

め，開削トンネルにおいて側壁がせん断破壊する場合と

中壁がせん断破壊する場合の静的載荷試験を実施してト

ンネル全体系の水平保有耐力への影響を比較するととも

に，それぞれの実験結果を梁ばねモデルを用いた静的解

析によりシミュレーションすることで，開削トンネルの

部材がせん断破壊した場合にトンネル全体系の耐力の低

下量を把握する方法について検討する。なお本報告では，

トンネル全体系の水平保有耐力を単に「全体系耐力」と

呼ぶことにする。

２．開削トンネル模型の静的載荷実験

2. 1　実験条件

　開削トンネルにおいて，せん断破壊する部材の違いに

よって全体系耐力にどのような影響があるかを調べるた

め，本検討では，側壁がせん断破壊する場合と中壁が

せん断破壊する場合を想定し，トンネルの配筋条件など

を変えた 2 種類の鉄筋コンクリート製開削トンネル模型
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（Case1，Case2）を製作して静的載荷実験を行った。まず，

製作した開削トンネルの寸法ならびに配筋を図 1 および

図 2 に示す。Case1 のトンネルは側壁にせん断補強筋を

配置しない一方，中壁はせん断耐力を十分有する条件と

することで，トンネル全体として側壁がせん断破壊しや

すい構造とした。また，Case2 のトンネルは Case1 とは

逆に，中壁のせん断補強筋を配置しないことで，中壁が

せん断破壊しやすくなる構造とした。また，圧縮強度は

Case1 で 29.7N/mm2，Case2 で 34.2N/mm2（いずれも材

齢 28 日）であり，圧縮強度を測定してからいずれのケー

スも約 1 週間後に実験を実施している。さらに，主鉄筋

およびせん断補強筋として，Case1 では D6（SD295A），

Case2 では D6（SD345）を用いている。

　次に，静的載荷実験の模型設置状況を図 3 に示す。こ

こでは一例として Case2 の設置状況を示している。本実

験では，トンネル模型を反力床に PC 鋼棒で固定すると

ともに，トンネルの上載荷重を模擬するために，トンネ

ル上部に剛体のインゴットを載せている。したがって，

トンネルの上下床版はほとんど曲げ変形せず，トンネル

全体の変形としてはせん断変形が卓越して，側壁あるい

は中壁が損傷する場合を想定している。また，インゴッ

トの重さは Case1 で 20kN，Case2 で 40kN としており，

これはそれぞれ土被り厚が約 1.0m，1.5m 程度の状態を

想定している。そして，左側壁の上方をアクチュエーター

で右方向に静的載荷し，アクチュエーター位置の荷重と

変位を計測することで，トンネルの損傷状況と全体系耐

力の関係を調べることとした。なお，トンネルは下床版

位置にて反力床に固定しているものの，載荷によりわず

かにずれる可能性があるため，下床版位置の変位をレー

ザー変位計で計測し，上下床版間の相対変位を用いてト

ンネルの荷重－変位関係を整理することとした。

　なお，実際のトンネルでは，トンネル上方だけでなく

側方にも地盤が存在するため，本来であれば地盤中で載

荷を行うなどして，地盤による拘束効果を考慮する必要

があるが，本実験は破壊箇所によって構造体としての耐

力がどのように低下するかを把握する基本的検討と位置

付け，損傷過程が容易に確認できるよう，側方地盤の拘

束効果を考慮せずに気中で載荷実験を行うこととした。

2. 2　実験結果

2. 2. 1　Case1 の実験結果

　Case1 のトンネル模型の静的載荷実験における，荷重

- 相対変位関係および損傷状況を図 4 に示す。まず載荷

を進めていくと，相対変位が約 5.5mm になった時点で

反力床と下床版の間の滑動によりトンネル自体が載荷方

向に 1mm 程度ずれたため，その際に状態を確認したと

ころ，左上隅角部，右下隅角部，右側壁に曲げひび割れ

を確認した（図 4（a），①）。その後少し載荷を進めると，

図１　開削トンネル模型の寸法

図２　開削トンネル模型の配筋条件

図３　トンネル模型の設置状況（Case2）
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図５　静的載荷試験の結果（Case2）

図４　静的載荷試験の結果（Case1）
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左側壁や中壁にも曲げひび割れが発生し（同図②），そ

の後も左右側壁や中壁の曲げによる損傷が進行する形で

トンネルが変形していき，相対変位が約 29mm の時点

で全体系耐力は最大となったが，その後全体系耐力はそ

れほど低下することなく曲げ破壊が進行していった（同

図③）。そして，変位が約 65.6mm の時点で，左側壁に

新たにせん断ひび割れが発生し，その後わずかに変位が

増大するだけでせん断ひび割れが一気に進展していき，

全体系耐力もせん断ひび割れの発生に伴って低下した。

しかし，このように左側壁のせん断ひび割れが進展して

もトンネル全体系の形状はほぼ維持されており，図 4（b）
に示すように最終的に変位が約 82mm に達しても，全

体系が崩壊することはなかった。

2. 2. 2　Case2 の実験結果

　Case2 のトンネル模型の静的載荷実験における，荷重

- 相対変位関係および損傷状況を図 5 に示す。まず，荷

重が増加するにつれて，隅角部や中壁に曲げひび割れ

が生じ始めた（図 5（a），①）。その後，相対変位が約

10mm になった時点で，中壁にせん断ひび割れが現れ始

めた（同図②）。この時点でトンネル全体系耐力はピー

クとなり，その後一気にせん断破壊が進行した。続いて，

相対変位が約 17mm になった時点から，右側壁にもせ

ん断ひび割れが現れ始め，この両部材のせん断破壊によ

り全体系耐力が急激に低下した（同図③）。その後，さ

らなるせん断ひび割れの進展とともに全体系耐力がさら

に低下した（同図④）。相対変位が約 150mm になる頃

には，図 5（b）に示すように中壁のせん断破壊が相当

進行し，全体系耐力もかなり低下する結果となった。

2. 2. 3　両ケースの比較による実験結果の考察

　Case1 および Case2 について，アクチュエーターの荷

重を実験時の最大荷重で除した値を算出し，部材のせ

ん断破壊の状況との関係を比較した結果を図 6 に示す。

Case1 の実験では，中壁の変形性能を高めるとともに側

壁がせん断破壊しやすくなるようにトンネル模型を製作

し，片方の側壁がせん断破壊しても中壁および右側壁の

2 本の部材がせん断破壊していないため，トンネル全体

系として一定の耐力（ピーク時の 7 割程度）を維持でき

ている。一方，Case2 の実験では中壁がせん断破壊した

後に右側壁がせん断破壊し，最終的には全体系耐力がピー

ク時の半分以下となっている。つまり，中壁がせん断破

壊したことでせん断耐力に余裕のない両側壁の荷重負担

割合が増大したことで，右側壁にもせん断破壊が生じ，

トンネル全体系の耐力が一気に低下したものと思われる。

　中壁がせん断破壊した場合に考えられる現象として

は，本実験のように他部材に損傷が波及するケースの他，

大開駅のように上部からの荷重を支えきれずにトンネル

自体が崩壊する場合もある。１層２径間の開削トンネル

において中壁（中柱）は中央に位置していることから，
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上載荷重を支えるうえで非常に重要な部材であること，

および中央の部材が損傷すると他部材が負担する荷重が

大きく増加することから，今回の実験や大開駅と同様の

大きな損傷となる懸念がある。したがって，補強として

優先すべきなのは中壁・中柱であり，これらの部材のせ

ん断耐力が不足する場合，鋼板巻き等の耐震対策を優先

的に実施する必要があることを改めて示唆している。

　ただし，Case1 のように側壁がせん断破壊する場合に

おいてもトンネル全体系としての耐力低下は起こってい

ることから，せん断破壊が起こる部材位置だけでトンネ

ル全体としての安全性が確保できるかどうかを一概に判

断することはできず，側壁あるいは中壁のせん断破壊に

伴いどの程度トンネル全体系の耐力が低下するのかを解

析的に把握することが必要となる。

３．静的載荷実験結果のシミュレーション

　開削トンネル部材がせん断破壊した場合にトンネル全

体系の耐力がどの程度低下するのかを把握するため，2
章に示した静的載荷実験のシミュレーションを実施する。

3. 1　解析モデル

　本検討において用いる解析モデルを図 7 に示す。2 章

で述べた静的載荷実験では，左右側壁および中壁におけ

る，ハンチ部と一般断面部の境界位置で曲げひび割れが

発生していることから，この箇所に RC 部材の M-θ関
係を表す回転ばねを設け，それ以外の箇所については

剛体として開削トンネルをモデル化し，底面固定として

開削トンネル左上部を変位増分にて漸増載荷すること

とした。また本検討では，開削トンネル構成部材をすべ

てモデル化した通常モデル（図 7（a），（c））に加えて，

Case1 では左側壁，Case2 では中壁がそれぞれ先行して

せん断破壊していることを勘案し，これらの部材を無視

したモデル（図 7（b），（d））も検討に用いることとした。

　次に，RC 部材の M-θ関係のモデル化を図 8 に示す。

鉄道の耐震標準５）では，RC部材のM-θ関係を，C点，Y点，

Yb 点，M 点，N 点を結ぶテトラリニア型の骨格曲線で

モデル化している。本検討では，図 8（a）に示すよう

に耐震標準に基づいて設定される骨格曲線を以下の通り

修正したものを，「基本型」のM-θ関係とした。

　・ Yb 点～ M 点の間にわずかな勾配をもうけて計算の

図７　解析モデル

図６　部材のせん断破壊箇所と耐力低下の関係
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安定化を図るため，Yb 点のモーメントは，最大曲

げモーメントMm ではなく，Mm と降伏時の曲げモー

メントMy を用いて，My+0.9*(Mm - My) で設定する。

　・ 静的載荷実験に用いたトンネル模型では，特に

Case1 において鉄筋の定着が十分とれていなかった

ため，曲げ損傷箇所において鉄筋が伸び出し，ひび

割れが大きく開くような損傷となった。そこで，θm
および θn の値にその影響を加味することとし，耐

震標準に基づいて算定される θm，θn の値に対して  
8 × θm の値を加え，大きく変形しても耐力低下が

起こらないモデルとした。なお，Case2 では曲げに

よる損傷があまり進行しないうちにせん断破壊して

いるが，Case2 についてもこのモデルを用いる。

　また本検討では「基本型」の M-θ関係に加え，静的

載荷実験における各部材のせん断破壊を模擬するため

に，図 8（b）に示すように，変形角 θs で当該部材のモー

メントが 0 に向かって低下するモデルを「耐力消失型」

のM-θ関係として設定し，このモデルも検討に用いた。

　以上を踏まえて，本検討における解析ケースを表 1 に

示す。Case1，Case2 それぞれについて，通常モデル・

基本型の M-θ関係を用いるケースに加えて，せん断破

壊する部材を無視したモデルを用いた解析を実施した。

さらに，静的載荷実験においてせん断破壊した部材に対

し，耐力消失型の M-θ関係を用いるケースについても

解析を実施した。この際の θs の値としては，当該部材

図８　M-θ関係のモデル化
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表１　解析ケース

実験
ケース

解析
ケース

解析モデル RC 部材のM-θ関係

Case1

1-A 通常モデル すべて基本型

1-B 左側壁を無視
したモデル

すべて基本型

1-C 通常モデル
中壁・右側壁 ：基本型
左側壁　　　 ：耐力消失型
　　　　　　※ θs：1.29 × 10-1rad

Case2

2-A 通常モデル すべて基本型

2-B 中壁を無視
したモデル

すべて基本型

2-C 通常モデル

左側壁　　 ：基本型
中壁・右側壁 ：耐力消失型
　　　　※ θs：＜中壁＞　1.90 × 10-2rad

　　　　　　　＜右側壁＞ 3.00 × 10-2rad

のせん断力がせん断耐力に達する変形角とするのが望ま

しいが，本検討では静的載荷実験におけるせん断破壊の

状況を踏まえて，適宜 θs の値を設定した。

　なお，M-θ関係の算定に用いる材料定数として，コン

クリートの圧縮強度は，材齢 28 日の段階における試験

の実測値（Case1：29.7N/mm2，Case2：34.2N/mm2）を

用いた。また鉄筋については，Case1 で SD295A，Case2
で SD345 を使用しているが，引張降伏強度の実測値がな

いため，静的載荷実験における最大荷重が概ね再現でき

るように JIS G 3112６）に示される各鉄筋の降伏点強度の

範囲内で引張降伏強度を調整し，Case1 では 330N/mm2，

Case2 では 440N/mm2 を用いることとした。

3. 2　解析結果

　表 1 に示した各解析ケースの荷重－変位関係を，静的

載荷実験における荷重－変位関係とともに，図 9 に示す。

　まず Case1 の結果に着目すると，静的載荷実験にお

いて左側壁がせん断破壊したことに伴い全体系耐力が低

下するが，その低下量は，解析ケース 1-A と解析ケー

ス 1-B の最大荷重の差と概ね整合しており，左側壁の

せん断破壊に伴って，通常モデルの荷重－変位関係から

左側壁を無視したモデルの荷重－変位関係に徐々に乗り

移るような形になっている。一方，解析ケース 1-C の荷

重－変位関係を見ると，左側壁の変形角が θs に到達し

たことで，実験結果と同様に通常モデルから左側壁を無

視したモデルへの荷重－変位関係の乗り移りが起こって

いる。したがって，開削トンネルにおいて側壁のせん断

破壊が起こる場合の全体系耐力の低下量は，その側壁が

それまで負担していた水平力（部材のせん断力）の損失

量に概ね等しく，せん断破壊する部材を無視したモデル

への荷重－変位関係の乗り移り，あるいは耐力消失型の

M-θ関係を用いることで，せん断破壊時の荷重－変位関

係が概ね表現できることがわかる。両者の違いは，せん

断破壊する部材が軸力を負担できるかどうかであり，大

開駅の崩壊事例のようにせん断破壊した部材には軸力

保持性能が期待できないことを鑑みると，側壁を無視し
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図９　荷重－変位関係のシミュレーション結果

たモデルへの荷重－変位関係の乗り移りでせん断破壊を

表現するほうが適切であると考えられる。ただし，地盤

からの土圧を受ける地盤中のトンネルであれば側壁を無

視したモデルでの解析ができないため，軸力を保持でき

るかどうかを別途照査することを前提に，耐力消失型の

M-θ関係を用いる方法も有用である。また，実験ではせ

ん断破壊に伴う全体系耐力の低下が徐々に起こっている

ことから，ある程度の遷移区間を設けて荷重－変位関係

を乗り移る，あるいは耐力消失型の M-θ関係において

モーメントを徐々に低下させるのが適切であると思われ

るが，せん断破壊の進行と耐力低下の関係が不明である

ため，せん断破壊発生時点で急激に耐力低下させるのが

性能評価の観点では安全側である。

　次に Case2 の結果に着目すると，実験では中壁のせん

断破壊後，間もなく右側壁もせん断破壊しており，両部

材のせん断破壊による耐力低下が混合した状態になって

いるが，せん断破壊に伴う最終的な全体系耐力の低下量

は，解析ケース 2-C における中壁・右側壁の θs 到達後

の荷重低下量で概ね表現できている。また，実験ではいっ

たん大きな耐力低下が起こった後，徐々にさらなる耐力

低下が起こっているが，一度目の耐力低下量が解析ケー

ス 2-A と解析ケース 2-B の最大荷重の差とも概ね対応
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していることから，中壁がせん断破壊する場合にも，せ

ん断破壊部材を無視したモデルへの荷重－変位関係の乗

り移りや耐力消失型のM-θ関係を用いることで，せん断

破壊時の全体系の耐力低下が表現可能であると言える。

　ただし，荷重－変位関係の乗り移りによりせん断破壊

時の挙動を追跡できるのは，せん断破壊する部材を無視

しても常時状態の荷重を支えることができる場合に限ら

れる。また，本検討では上下床版を剛体としているが，

地盤中の開削トンネルでは，地震時にこれらの部材も変

形することから，当然ながら実際には上下床版の照査も

必須となることに注意が必要である。

４．まとめ

　本研究では，開削トンネルの部材がせん断破壊した場

合のトンネル全体系の耐力への影響を把握するために，

静的載荷実験を実施するとともに，実験結果のシミュ

レーションによりせん断破壊時の全体系の耐力低下量を

把握する方法について検討した。その結果，中壁・中柱

が損傷すると他部材が負担する荷重が大きく増加するこ

とから，中壁・中柱のせん断補強を優先して進めるべき

であることを改めて確認した。また，開削トンネル部材

がせん断破壊する場合の全体系の耐力低下量は，当該部

材を無視したモデルへの荷重－変位関係への乗り移り，

あるいはせん断破壊する部材に対して耐力消失型のM-θ
関係を用いることで概ね表現できることがわかった。
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